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第 15期（2025年 3月期） 

 

決 算 公 告 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県三原市深町1821番地1 

大洋ポーク株式会社 
 

2024年4月 １日から 
 

2025年3月31日まで 



負債の部
科     目

【流動負債】
買掛金
短期借入金
未払金
未払費用
役員賞与引当金
賞与引当金
未払法人税等
その他流動負債
流動負債合計

【固定負債】
退職給付引当金
固定負債合計
負債合計

金     額

403,356
1,303,294

30,736
2,156
3,136
2,965

296
214

1,746,158

2,768
2,768

1,748,927

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計
純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000

100,000
100,000

△1,179,841 )(
△1,179,841
△1,179,841

△979,841
△979,841

769,085

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
前払費用
未収入金
その他流動資産
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
土地
有形固定資産合計

(投資その他の資産)
敷金保証金
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

金     額

18,623
303,876

6,974
136,562
68,138

534,174

3,000
3,001

636
231,273
231,909
234,910

769,085

出力者情報:tsuchiya[A24N0380] 2025/06/06 17:22:03

(単位：千円)

貸 借 対 照 表

大洋ポーク株式会社

2025年  3月 31日 現在

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



 

 
 

 

注 記 事 項 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1)棚卸資産  

 商品・原材料 個別法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 製品・仕掛品 個別法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 貯蔵品 総平均法による原価法 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）  定率法 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物                       7 年～22 年 

建物及び構築物（賃貸不動産）   3 年～42 年 

(2) 無形固定資産 

   ソフトウェア 

定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額

法によっております。 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

4.収益及び費用の計上基準 

商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約において、商品又は製品を

引き渡す義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点は、通常商品又は製品の引渡時であります。ただし、商品

又は製品の出荷時から支配が顧客に移転される時までの期間が数日間程度であるため、「収益認識に関する会計基準の適用

指針」第98項に定める代替的な取り扱いを適用し、主として出荷時に収益を認識しております。 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関

する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる

計算書類に与える影響はありません。 

 

当期純損益金額 
 当期純損失  919,073千円 

 (注)記載金額は、千円未満の端数を切り捨てております。 
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